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論点③
データを活用したまちづくりの担い手とは？
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論点③｜視点1:まちづくり等へのデータ利活用における主体について

 官民双方のデータの活用が求められることや、公共によるまちづくりのみならず、都市サービスの
創発も含め民間事業者による主体的な取り組みも期待されることから、幅広い主体による担い
手が求められる。

 特に、データの分析活用など専門的人材が必要になるなか、産官学によるコンソーシアムの組
成や、UDCに代表される地域に根ざす組織･人材の活用を進めていくべきではないか。また行
政との連携･役割分担はどのようにあるべきか。

視点
1

 官民のデータ連携による持続的なまちづくりを行うために、行政が保有するデータはもとより、民
間事業者が保有するデータ（建築物データ、POSデータ、交通データ等）を含め幅広い主体が保
有するデータの収集・共有・管理に向けて、地域ごとにルールを定める必要があるのではないか。

 その際、民間に対するデータ共有のインセンティブや費用負担を事前に整理し、協定等の形で
ルールを明確にする必要があるのではないか。また持続性確保のための方策として、データを活
用したまちづくり・サービス提供により得られる収益増加やコスト削減の効果等を、データ取得・運
営費に充てるなどの仕組みの構築などが考えられないか。

 エリアにおけるデータ駆動型まちづくりを推進するためには、多様な主体によるデータ収集、管理、
共有に対応することのできるデータカバナンスが必要であり、特に適切なデータ管理主体が必要
となるのではないか。

 全体をコーディネートし産官学の横断的な連携のハブとなる組織が必要ではないか。

 さらに、自治体で不足するICT人材等の育成・確保も重要。なお、ICT人材はまちづくりに特化して
いる訳ではないため、適切に連携を図ることも課題ではないか。また人材の不足に対し、広域で
支援する体制も必要ではないか。
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データ駆動型まちづくりにおける官民データ連携の方向性（案）

 行政が保有するデータはもとより、民間事業者が保有するデータ（建築物データ、POSデータ、交
通データ等）を含め幅広い主体が保有するデータの収集・共有・管理に向けて、地域ごとにルー
ルを定める必要があるのではないか。

• その際、民間に対するデータ共有のインセンティブや費用負担を事前に整理し、協定等の形で
ルールを明確にする必要があるのではないか。また持続性確保のための方策として、データを
活用したまちづくり・サービス提供により得られる収益増加やコスト削減の効果等を、データ取
得・運営費に充てるなどの仕組みの構築などが考えられないか。
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■まちづくりにおけるデータ活用の特徴と適切なデータ管理者の必要性

活動の持続性
パーソナルデータを含む

多様なデータ活用
多様な主体の参画

 まちづくりにおけるデータ活用において
は、取得データの利用目的は単一でな
く、様々な場面での利用が想定される。

 カメラ画像等、パーソナルデータの取り
扱いも想定されるため、住民等のデー
タ提供者にとって信頼性のある主体で
ある必要。

 まちづくりでは、個人や集団としての市
民、民間企業、行政機関が利害関係者
（ステークホルダー）として存在

 データの所有・管理・利用などにおいて
も多様なステークホルダーが介在する
可能性

 まちづくりにおいては継続的な活動が
求められる

 継続的な組織の運営に当たっては、制
度的な位置づけや、継続的な収入の確
保が必要

 データの取得・管理・共有に関して信頼
性を確保できる主体・方法が必要

 全体をコーディネートし、産官学の横断
的なハブとなる存在が必要

 地域に根差し、継続的に活動できる主
体の構築が必要

 データが適切に利用される信頼性を確保し、多様なステークホルダー間のデータ共有を促進するための仕組み・
ルールを定めたデータガバナンスの構築が求められる。

 地区レベルのデータ管理主体としては、様々なデータ活用主体に対し、横断的に対応でき、地域からの信頼も得
られる中間法人（まちづくり団体）等官民連携組織による対応が適切ではないか。

データ駆動型まちづくりの主体（適切なデータ活用）

• エリアにおけるデータ駆動型まちづくりを推進するためには、多様な主体によるデータ収集、管理、共
有に対応することのできる、データカバナンスが必要であり、特に適切なデータ管理主体が必要とな
るのではないか。

• 全体をコーディネートし産官学の横断的な連携のハブとなる組織が必要ではないか。



データ駆動型まちづくりの主体
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連携に向けた課題

・データを提供するメ
リットの設定

・連携のハブとしての
位置づけ

・データの収集・分
析・活用ノウハウを
持った人材

・データの適切な管理
・継続的な財源

・データ活用のユース
ケース

・データの活用・取り
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ルール

・データの収集・分
析・活用ノウハウを
持った人材

データの流れ 4

住民・事業者等

サービス受益者

• エリアにおけるデータ駆動型まちづくりを推進するためには、多様な主体によるデータ収集、管理、共
有に対応することのできる、データカバナンスが必要であり、特に適切なデータ管理主体が必要とな
るのではないか。

• 全体をコーディネートし産官学の横断的な連携のハブとなる組織が必要ではないか。
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受益者主導のデータ活用型まちづくり｜BATH BID（イギリス）

• イギリスのバース地区では、BID（Business Improvement District）によるスマートシティデータプロジェクト
が進められている。

• BIDが住民や来訪者の人流、購買行動にかかる情報収集・分析を行い、賦課金者に情報発信。
• 地権者以外でも自主的に賦課金者となりサービスを受けることも可能。

イギリス バース地区
（人口約9万人、観光客は年に500万人程度）

2011年設立
●2015年の更新投票で5年間活動権限を更新
●2021年までに再度住民投票を予定

バース地区の景観維持、価値向上
を企図して設立
（観光地としての魅力向上を目指す）

BATH BID 概要

対象地域

設立時期

設立背景

655の企業が賦課金者として参加
–レストラン、バー、小売り、ホテル等
–地権者等でなくても、自主的に賦課金者に申し出ることも可能

組織構成

年間の運営費は約1億円で9割が賦課金運営費

バース地区内の人流をデータをもとに解析し、
企業や組織のマーケティング計画に活用

スマートシティデータプロジェクト概要

取組
概要

2019年から来訪者のデータ取得開始実施期間

位置情報や取引情報から匿名データを収集
し賦課金者に情報配信（専用会員ページ）
●データコンサルタントのMovement Strategiesと提携
●情報は週次で配信し、四半期に1回レポートも作成

住民や訪問者の購買行動を分析するため、
複数の情報報を収集
–性・年代・居住地
–興味関心
–全体購買額及び、ビジネスタイプごとの購買額
–訪問頻度
– 「ソーシャルリスニング」を通じた、バースの印象

具体の
取組

出典：BATH BID HP, BATH BID ANNUAL REPORT2019/2020

来街者の来訪分布（2019） 来訪者の性別年齢（2019）

BID地区
来訪者数の推移（週別）
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官民データ連携｜民間企業の包括連携協定（神戸市）

• 民間のノウハウを活用したデータ利活用を行うため、官民での連携事例がある。
• 神戸市と三井住友海上火災保険株式会社は、「データを活用した地域の課題解決に関すること（人

財交流含む）」、「スタートアップや市内企業の支援に関すること」、「首都圏における神戸の魅力向
上・情報発信に関すること」、「健康医療・ヘルスケアに関すること」、「認知症の人にやさしいまちづく
りの推進に関すること」、「地域の安全・安心に関すること」、「人材育成に関すること」の計7項目にお
いて、包括連携協定を締結（R2.3）。

出典：神戸市HP：https://www.city.kobe.lg.jp/a05822/088386534513.html

＜神戸市と三井住友海上保険株式会社との包括連携協定＞
 協定項目の１つとして、データを活用した地域の課題解決に関することがあり、データ利活用による協働の取組み

の推進、EBPMを推進するための人材派遣を実施。
 具体のデータ連携については、現時点未対応であり、今後検討予定。
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官学データ連携｜都市計画部局にGISセンターの設立（新潟市）

• 大学等の研究機関のノウハウを活用したデータ利活用を行うため、官学での連携事例がある。
• 新潟市では行政内部組織として都市計画課が所管するGISセンターを設立。兼任1名、専任1名で、新

潟大学で業務や研究を実施。

＜新潟市GISセンターの研究内容＞
 GISセンターでは、新潟市の統計データを研究者が活用するなどして、都市経営に資する資料作成等を実施

（G空間センターの研究事例）
小地域データから見た地域の移動流動性と地域の人口・居住特性 森 博美（法政大学経済学部）
 新潟市の住民基本台帳を用いた分析を実施

出典：新潟市HP（http://www.city.niigata.lg.jp/shisei/soshiki/soshikiinfo/toshiseisaku/gis.html）
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• アーバンデザインセンター（Urban Design Center） をコアとした産官学の連携事例が全国で立ち上
がっている。

• UDCは、公・民・学連携のプラットフォームであり、行政都市計画や市民まちづくりの枠組みを超え、
地域に係る各主体が連携し、都市デザインの専門家が客観的立場から携わる新たな形のまちづくり
組織や拠点として全国で活動を展開。

産官学データ連携｜UDC（アーバンデザインセンター）

＜UDCの目指す公・民・学連携のスキーム＞

出典：ＵＤＣＨＰ：https://udc-initiative.com/about/

＜全国のUDC＞

 全国21拠点で展開

【公】＝行政（官）、非営利組織（NPO）など、地域社会に
必要な公的サービスを担う

【民】＝市民、経済活動を行う企業など、地域の活力と魅
力の向上を担う

【学】＝大学などの教育研究機関や専門家など、専門知識
や技術を基に先進的な活動を担う

 UDCは、地域社会に必要な公的サービスを担う「公共」、市民活

動や経済活動を通じて地域の魅力と活力の向上を担う「民間」、
専門知識や技術を基に先進的な活動を担う「大学」が日常的・多
面的に連携し、まちの未来を描き実践していくエンジンとして機能
することを目指している



• データ人材確保の事例として、東京都の東京版Society 5.0の実現を目指す「スマート東京実施戦略
（R2.2.7）」では、戦略を進める上で必要となるICT人材の確保を掲げている。

データ人材確保｜スマート東京実施戦略（東京都）

出典：スマート東京実施戦略（東京都） 2020.2.7

＜スマート東京実施戦略におけるICT人材の確保＞

9



10

• 総務省では、情報通信技術（ICT）やデータ活用を通じた地域課題解決に精通した専門家に「地域情
報化アドバイザー」を委嘱し、地方公共団体等からの求めに応じて派遣することで、ICT利活用に関す
る助言等を行う事業を平成19年度から実施。

• 専門家の旅費・謝金に係る申請者の負担ゼロで、1回の派遣申請につき最大３日間まで派遣できる
（Skype等によるオンライン支援のみの場合は日数問わず10時間まで）。

データ人材派遣｜ 地域情報化アドバイザー派遣制度（総務省）

出典：一般財団法人 全国地域情報化推進協議会ＨＰ（https://www.applic.or.jp/page-1862/）

＜地域情報化アドバイザー＞

• 26分野に対応 • R2年度は総勢207名に委嘱。
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論点③｜視点2:データ活用のまちづくりにおける市民の関わり方（住民参加）

●データ活用のまちづくりにより、市民のまちづくりへの関わり方も進化することが期待される。データ
活用環境を踏まえ、市民が主導するまちづくりをどう実現すべきか。

視点
２

 データによる可視化、コミュニケーションを促進するアプリの活用等により、市民参加を進める手
段が整備されつつある。

 まちづくりへの関与のレベルに応じた媒体・ツールを活用して、市民主導のまちづくりを実現できる
可能性があり、このような取組を支援していくべきではないか。

段階 内容 事例

行政からの
情報提供

行政サービスをデータ・
新技術を活用した情報
提供

 民間アプリによる行政サービス情報
提供（例：LINE Fukuoka）

 AIチャットボット

住民の理解促進
合意形成

まちづくりの方向性の意
思決定の参考としてデー
タを活用した客観的な評
価

 i-都市再生等の都市構造可視化
ツールを活用した評価

 ハザードマップを活用した防災まち
づくり

まちづくりへの
参画

アプリ等を活用したまち
づくりへの意見聴取

 まちもん等のアプリ

住民主体の活動
ICT等を活用したまちづく
りへの主体的な参画を
促進

 バロセロナ市（スペイン）のDecidim
 エストニアのタルトゥ市の住民提案

小

大

ま
ち
づ
く
り
へ
の
関
与



12

• 大阪府内の自治体では、各種行政サービスの情報提供において民間アプリを活用

データの利活用によるまちづくりの市民参加事例｜情報提供（民間アプリ）

出典：第２回大阪スマートシティ戦略会議資料（大阪府） 2019.9.27

＜民間アプリによる行政サービス事例＞
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• 全国自治体では、AI等の活用した相談窓口としてチャットボットを展開し、効率的な情報提供を実現

データの利活用によるまちづくりの市民参加事例｜情報提供（AIチャットボット）

出典：2019.9.27第２回大阪スマートシティ戦略会議資料（大阪府）http://www.pref.osaka.lg.jp/attach/36451/00332758/siryou2-2.pdf

＜ＡＩチャットボットによる行政相談窓口事例＞
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• LINE Fukuokaは福岡市との包括連携協定に基づきスマートシティの実現を目指すため、利用者が選
択した情報だけをタイムリーに受け取れるほか、家庭ごみの分別、生活情報、災害時の避難情報を
検索したり、道路・公園などの損傷を発見した際に簡単に市に連絡したりできるサービスを実施。

• 現在、170万人が参加しており、2020年度グッドデザイン賞を受賞（R2.10.1）。

データの利活用によるまちづくりの市民参加｜情報提供（LINE Fukuoka）

※福岡市 LINE 公式アカウント（LINE ID：@fukuokacity）は、LINE と福岡市の間で締結した「情報発信強化に関する連携協定」に基づ
いて、2017 年4 月25 日開設。あらかじめ受け取りたい情報種別や居住エリアなどを設定しておくことで、自分に必要な情報だけを選ん
で受け取ることができる福岡市の公式アカウントとしてスタート。

出典：福岡市プレスリリース（R2.10.1）

＜LINE Fukuokaの取り組み＞
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• i-都市再生の取り組みとして、データの可視化による都市構造イメージの提示・共有化により、適切な
計画の立案や円滑な合意形成を促進

出典：内閣府地域創生推進事務局HP：https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/toshisaisei/itoshisaisei/sentei/pdf/teian_gaiyou_type_b.pdf

データの利活用によるまちづくりの市民参加｜合意形成(i-都市再生)

＜都市構造可視化ツールを活用したコンパクトシティ形成支援＞
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• FixMyStreet Japan - まちもん は市民と行政が協力し、道路の破損、落書き、街灯の故障、不法投棄
などの地域・街の課題をスマホを使って解決・共有していくための仕組み。

• 市民のまちづくりへの参加により行政サービスの向上を実現。全国２０自治体以上がアプリを導入。

出典：まちもんHP：https://www.fixmystreet.jp/

データの利活用によるまちづくりの市民参加｜まちづくり参加（まちもん）

＜FixMyStreet Japan - まちもん＞
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提案：カンプ・ノウの試合の混雑
を緩和するためにH10ライン延伸

してほしい

賛成：サッカーがある日は連節バス
が混雑、公共交通利用促進にもつ

ながる

• バロセロナ市では市民参加型合意形成プラットフォーム（Decidim） が導入され、様々な計画に対

する提案の受付、市民参加を支援。2015～2019年の計画策定において4万人以上の市民が参加、市
民側から10,860の提案があり、約1,500のプランが採択された。

データの利活用にょるまちづくりの市民参加｜まちづくり提案（バロセロナDecidim）

意見に対するコメント：
H10がSantsを経由して、D20ラインの混

雑緩和に貢献するとよい

フェーズ1：バス再編ネットワークの提示
（2016.7.13~12.30）

・BRT等の本線バスサービス、従来型バス路線、近隣バス路線の3層構造。
・都市の65％をカバーできるようになり、人口の95％がメインラインサービスを享受

フェーズ2：提案に対する住民説明会
（2017.1.11~2017.3.01）

・10地区の住民や組織からの意見を考慮（14の説明会）
・説明会では、タブレットを活用したアプリを使用して、公共交通カバーされる移動をシミュレート
結果を提示

フェーズ3：検討プロセスのフィードバック
（2017.2.28-2017.4.29）

・全体で384の提案があり、その検討経緯を公表。

コンセプト
再編案

■Decidimでの議論（再編案に対する変更要望）

H10

Ernest Lluch
カンプノウ

H8
Sants

＜Decidim活用事例：将来バスネットワーク計画策定（2016.7-2017.4）＞
 バロセロナの将来バスネットワーク計画においてDecidimをプ

ラとフォームとしたプロセスにより計画が策定。
 Decidim内で計画の概要、説明会の案内、議事録などが公表

 再編案に対する個人のルート再編の提案がなされ、それに対する意見がDecidim上でやりとり。
（最終的にはネットワークの考え方から最終案には反映されず）

賛成：H8とH10はErnest 
Lluchに行くべき

◇提案

◇提案に対する意見

延伸

要望

出典：Decidimバロセロナ（https://www.decidim.barcelona/processes/xarxabus/steps）の内容をもとに作成

提案ルート
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データの利活用によるまちづくりの市民参加｜まちづくり提案（エストニア｜タルトゥ市）

アイディア
募集

ディスカッ
ション

アイディア
紹介

一般
投票

• 電子政府エストニアの第2の都市タルトゥ市では、地方民主主義手続きシステム（VOLIS）を活用した
住民参加による予算作成プロセスを実施。参加型予算の合計は20万ユーロ（1テーマ最大10万ユー
ロ）で年の投資予算の1％に相当。

• 2020年の10月1日～7日の投票では合計7,260人の住民が参加し、合計14,396票を投票（市民の有権
者約79,000人）

• 地方民主主義手続きシステム、通称
VOLIS等を活用したアイディア募集2020.5.1-5.22

技術
準備

2020.5-6

• アイディアをテーマ別に分類

• 実現可能性を予算、時間、技術の面で
評価（実現不可能と判断されたアイディ
アは除外、 VOLISに理由を公表）

2020.8
• 提案者テーマごとに専門家等からなる

グループを形成、アイディアの精査

2020.8-9
• 提案者のアイディアをHP、都市空間、

ソーシャルメディアを通じて紹介

2020.10.1-
10.7

• 16歳以上が投票に参加できる
• 最大3つのアイディアに投票可能

ディスカッションの様子

VOLISによる投票結果（全25のアイディア）

2020年の日程 内容

ヴェエリクスクールの
運動施設（No12）

ラーディグリーンフットボールパーク
グランドスタンド（No15）

出典：タルトゥ市HPをもとに作成
https://www.tartu.ee/en/participative-budgeting

＜採用案＞


